
 （社説）権力の病弊 「共謀罪」市民が監視を 
朝日新聞 2017 年 6 月 16 日 

 

 「共謀罪」法が成立した。 

 

 委員会での審議・採決を飛ばして本会議でいきなり決着させるという、国会の歴史に重

大な汚点を残しての制定である。 

 

 捜査や刑事裁判にかかわる法案はしばしば深刻な対立を引きおこす。「治安の維持、安全

の確保」という要請と、「市民の自由や権利、プライバシーの擁護」という要請とが、真っ

向から衝突するからだ。 

 

 二つの価値をどう両立させ、バランスをどこに求めるか。 

 

 その際大切なのは、見解の異なる人の話も聞き、事実に即して意見を交わし、合意形成

をめざす姿勢だ。どの法律もそうだが、とりわけ刑事立法の場合、独善と強権からは多く

の理解を得られるものは生まれない。 

 

 その観点からふり返った時、共謀罪法案で見せた政府の姿勢はあまりにも問題が多かっ

た。２７７もの犯罪について、実行されなくても計画段階から処罰できるようにするとい

う、刑事法の原則の転換につながる法案であるにもかかわらずだ。 

 

 マフィアなどによる金銭目的の国際犯罪の防止をめざす条約に加わるための立法なのに、

政府はテロ対策に必要だと訴え、首相は「この法案がなければ五輪は開けない」とまで述

べた。まやかしを指摘されても態度を変えることはなかった。 

 

 処罰対象になるのは「組織的犯罪集団」に限られると言っていたのに、最終盤になって

「周辺の者」も加わった。条約加盟国の法整備状況について調査を求められても、外務省

は詳しい説明を拒み、警察庁は市民活動の監視は「正当な業務」と開き直った。これに金

田法相のお粗末な答弁が重なった。 

 

 「独善と強権」を後押ししたのが自民、公明の与党だ。 

 

 政治家同士の議論を活発にしようという国会の合意を踏みにじり、官僚を政府参考人と

して委員会に出席させることを数の力で決めた。審議の中身を論じずに時間だけを数え、

最後に仕掛けたのが本会議での直接採決という禁じ手だった。国民は最後まで置き去りに

された。 

 

 権力の乱用が懸念される共謀罪法案が、むき出しの権力の行使によって成立したことは、

この国に大きな傷を残した。 

 

 きょうからただちに息苦しい毎日に転換するわけではない。だが、謙抑を欠き、「何でも

あり」の政権が産み落としたこの法律は、市民の自由と権利を蚕食する危険をはらむ。 

 

 日本を監視社会にしない。そのためには、市民の側が法の運用をしっかり監視し、異議



を唱え続けなければならない。 

 

テロ準備罪成立 凶行を未然に防ぐ努力続けよ 
 読売新聞 2017 年 06 月 16 日  

 ◆法に基づいた適正捜査の徹底を◆ 

  

 ２０２０年東京五輪・パラリンピックを控え、テロ対策は喫緊の課題である。凶行を防

ぐため、改正法を有効に機能させなければならない。 

 

 テロ等準備罪を創設する改正組織犯罪処罰法が、参院本会議で自民、公明両党と日本維

新の会などの賛成多数で可決、成立した。安倍首相は「国民の生命、財産を守るため、適

切、効果的に運用していきたい」と語った。 

 

 国際的なテロ集団が、多くの事件を各国で引き起こし、市民がその犠牲になっている。

テロの資金集めのために、組織的な麻薬密売などを手がける集団もある。 

 

 ◆条約の締結を急ぎたい 

 

 犯罪の芽を事前に摘み取り、実行を食い止めることが、テロ対策の要諦である。「既遂」

を処罰する日本の刑事法の原則に縛られたままでは、有効な手立てを講じられない。テロ

等準備罪が必要とされる所以ゆえんである。 

 

 他国から日本に侵入するテロ集団を摘発するためには、国際協力が不可欠だ。 

 

 改正法の最大の利点は、国際組織犯罪防止条約の締結が可能になることだ。締結国間で

は、捜査情報のやり取りなど、迅速な捜査共助が容易になる。犯罪人の引き渡しもスムー

ズにできるだろう。 

 

 条約には１８７の国・地域が参加する。国連加盟国の中で未締結なのは、日本、ソマリ

ア、南スーダンなど１１か国だけだ。早急に条約の輪に加わらねばならない。 

 

 テロ等準備罪で摘発の対象となるのは、組織的犯罪集団だ。テロ集団のほか、暴力団、

麻薬密売組織、人身売買組織、振り込め詐欺集団などが想定される。 

 

 組織的犯罪集団の構成員や周辺者が、２人以上で重大犯罪を企てる。うち１人でも実行

準備行為に走れば、その段階で全員を取り締まることができる。テロ集団の活動を根元か

ら封じるための武器として、改正法を活用したい。 

 

 ◆共謀罪とは別の物だ 

 

 過去に３度廃案になった「共謀罪」法案では、対象の団体が組織的犯罪集団に限定され

ず、適用には実行準備行為も必要とされなかった。テロ等準備罪が共謀罪とは別物である

ことは明らかだ。 

 

 制約が多すぎて、テロ等準備罪を効果的に運用できるのか、という懸念さえ生じる。 



 

 政府は国会審議で、組織的犯罪集団と関係のない一般人は対象外だ、と繰り返し説明し

た。一時的に集まった犯罪者グループは該当しない、との見解も示した。 

 

 野党が質問した「米軍基地反対の運動家」などが対象外であることは言うまでもない。 

 

 集団の周辺者の例として、暴力団と地上げを行う不動産会社社長を挙げた。２７７の対

象犯罪を選んだ理由も具体的に示した。 

 

 こうした説明により、摘発対象が明確になったのではないか。「一般人も処罰される」と

いう野党の主張は、不安を煽あおるだけだったと言わざるを得ない。 

 

 野党は「監視社会になる」とも批判した。改正法はあくまで、犯罪の成立要件や刑罰を

定めた実体法だ。捜査手続きは従来の刑事訴訟法に基づいて行われる。警察が新たな捜査

手段を手にするわけではない。批判は的外れだ。 

 

 警察には今後、一層の情報収集力が求められる。供述を引き出す能力も問われる。テロ

等準備罪への疑念を軽減するためにも、法に基づいて、適正に捜査する姿勢に徹すること

が肝要だ。 

 

 無論、改正法により、テロを完全に防げるわけではない。特定の集団に加わらずに自爆

テロなどを起こす「ローンウルフ」型の犯罪には対処が難しい。 

 

 あらゆる事態を想定し、法の穴を埋めていかねばならない。 

 

 残念だったのは、国会が混乱したことだ。民進、共産など野党が金田法相の問責決議案、

内閣不信任決議案などを次々と提出したことで、改正法の参院本会議の採決が翌日朝にず

れ込んだ。 

 

 ◆乱暴だった「中間報告」 

 

 与党が、参院法務委員会での採決を省略し、審議経過などに関する委員長の「中間報告」

で済ませたのは、乱暴な対応だった。 

 

 ７月に東京都議選を控え、野党が徹底抗戦の構えを取ったため、採決時の騒動を避けよ

うとしたというが、かえって与党の強引な国会運営が印象づけられた。 

 

 委員会できちんと結論を得たうえで本会議にかける手続きを踏むのが、本来の国会の姿

だ。 

 

 １８日の会期末が迫っていたが、会期を多少延長することは十分可能だったはずだ。重

要法案だからこそ、もっと丁寧に審議を尽くすことが与党には求められる。 

 

「共謀罪」法の成立 一層募った乱用への懸念 
毎日新聞 2017 年 6 月 16 日 



   テロなどを防ぐ治安上の必要性を認めるにしても、こんな乱暴な手法で成立させた政

府を容易に信用することはできない。  

   

 「共謀罪」の構成要件を改め、テロ等準備罪を新設する改正組織犯罪処罰法がきのう成

立した。与党側は、参院法務委員会の採決を省略するという異例の方法をとった。  

 

 警察などの捜査機関が権限を乱用し、国民への監視を強めるのではないか。そこがこの

法律の最大の懸念材料だった。  

 

 しかし、政府・与党は懸念解消どころか増幅させる振る舞いに終始した。法律への不安

は一層深まった。  

 

 組織犯罪の封じ込めは必要だ。ただし、こうした活動はあくまで広範な国民の同意の下

でなされなければならない。そのため、私たちは、大幅な対象犯罪の絞り込みと、捜査権

乱用の歯止め策を求めてきた。  

 

 組織的犯罪集団が法の適用対象だ。それでも、一般人が捜査対象になるかどうかが、法

案審議では一貫して焦点になってきた。  

 

 参院段階では、政府から「周辺者」も適用対象との説明が新たにあった。これでは、一

般人とは、警察の捜査対象から外れた人に過ぎなくなる。重大な疑問として残った。  

 

 法は来月にも施行される見通しだ。法務省刑事局長は国会答弁で「犯罪の嫌疑が生じて

いないのに尾行や張り込みをすることは許されない」と述べた。国民の信頼を損ねない法

の運用を重ねて警察に求める。  

 

 仮に強制捜査が行われる場合、令状の審査に当たる裁判所の責任が重いことは言うまで

もない。  

 

 捜査機関が捜査を名目に行き過ぎた監視に走る可能性があることは、これまでの例をみ

ても明らかだ。  

 

 ２０１０年、警視庁の国際テロ捜査に関する内部文書がインターネット上に漏えいした

事件があった。そこには、テロとは無縁とみられる在日イスラム教徒らの個人情報が多数

含まれていた。「共謀罪」法によって、こうした監視が今後、社会に網の目のように張り巡

らされていく危険性は否定できない。  

 

 政治的な活動を含めて国民の行動が警察権力によって脅かされてはならない。監視しよ

うとする側をどう監視するか。国民の側の心構えも必要になってくる。 

 

あまりに強引で説明不足ではないか   
日本経済新聞 2017/6/16 

 最後は多数決で決めるのが国会のルールには違いない。しかし与党の都合で法案審議の

手続きを一部省略し、早期成立にこだわるような手法はあまりに強引すぎる。学校法人「加

計学園」（岡山市）の獣医学部の新設問題では、文部科学省が 14 の内部文書の存在を認め



た。政府は政策判断の経緯を改めて詳しく説明する責任がある。 

 

 犯罪を計画段階で処罰する「テロ等準備罪」を新設する改正組織犯罪処罰法は、与野党

の徹夜の攻防の末、15 日朝に参院本会議で可決、成立した。 

 

 自民党は 14 日に参院法務委員会での採決を省略する「中間報告」という手続きによって

参院本会議で採決したいと提案。同法の廃案を求める民進、共産両党などは衆院に内閣不

信任決議案を提出して抵抗した。 

 

 過去にも委員会採決を経ずに衆参の本会議で採決をした例はある。だがそれは野党が委

員長ポストを握っていたり、各党が個々の議員に本会議採決での賛否を委ねたりするケー

スだった。与党が議事運営の主導権を確保していながら、審議の手続きを省略したのはど

う考えてもおかしい。 

 

 文科省は 15 日、国家戦略特区を活用した加計学園の獣医学部新設をめぐり、「官邸の最

高レベルが言っていること」「総理のご意向だ」などと書かれた 14 の文書が省内に存在し

ていたとの再調査結果を発表した。 

 

 国家戦略特区は新規参入を阻む「岩盤規制」に政治主導で風穴をあける仕組みだ。官邸

側や内閣府が 52 年ぶりの獣医学部の新設を実現するため、慎重姿勢を崩さない文科省を押

し切ったこと自体に問題があるわけではない。ただ加計学園は安倍晋三首相の友人が理事

長を務めており、公正な行政判断がゆがめられた可能性があると野党は厳しく追及してい

る。 

 

 菅義偉官房長官は官邸側の圧力をうかがわせる内部文書の存在が指摘されると「怪文書

みたいな文書」と言い切り、松野博一文科相は短期の調査だけで「該当する文書は確認で

きなかった」と発表した。政府にやましい点がないのなら自ら徹底調査し、事実を公表す

るという姿勢が欠けていた。 

 

 参院予算委員会は 16 日に首相も出席して集中審議を開き、国会は 18 日の会期末を待た

ずに事実上閉幕する。政府は今後も閉会中審査などに応じ、様々な疑問に丁寧に答えてい

く必要がある。 

 

「共謀罪」法が成立 「私」への侵入を恐れる 
 東京新聞 2017 年 6 月 16 日 

 「共謀罪」が与党の数の力で成立した。日本の刑事法の原則が覆る。まるで人の心の中

を取り締まるようだ。「私」の領域への「公」の侵入を恐れる。 

 

 心の中で犯罪を考える－。これは倫理的にはよくない。不道徳である。でも何を考えて

も自由である。大金を盗んでやりたい。殴ってやりたい－。 

 

 もちろん空想の世界で殺人犯であろうと大泥棒であろうと、罪に問われることはありえ

ない。それは誰がどんな空想をしているか、わからないから。空想を他人に話しても、犯

罪行為が存在しないから処罰するのは不可能である。 

 



◆犯罪の「行為」がないと 

 

 心の中で犯罪を考えただけでは処罰されないのは、根本的な人権である「思想・良心の

自由」からもいえる。何といっても行為が必要であり、そこには罪を犯す意思が潜んでい

なければならない。刑法三八条にはこう定めている。 

 

 ＜罪を犯す意思がない行為は、罰しない＞ 

 

 そして、刑罰法規では犯罪となる内容や、その刑罰も明示しておかねばならない。刑事

法のルールである。では、どんな「行為」まで含むのであろうか。 

 

 例えばこんなケースがある。暴力団の組長が「目配せ」をした。組員はそれが「拳銃を

持て」というサインだとわかった。同じ目の動きでも「まばたき」はたんなる生理現象に

すぎないが、「目配せ」は「拳銃を持て」という意思の伝達行為である。 

 

 目の動きが「行為」にあたるわけだ。実際にあった事件で最高裁でも有罪になっている。

「黙示の共謀」とも呼ばれている。ただ、この場合は拳銃所持という「既遂」の犯罪行為

である。 

 

 そもそも日本では「既遂」が基本で「未遂」は例外。犯罪の着手前にあたる「予備」は

さらに例外になる。もっと前段階の「共謀」は例外中の例外である。 

 

◆市民活動が萎縮する 

 

 だから「共謀罪」は刑事法の原則を変えるのだ。 

 

 「共謀（計画）」と「準備行為」で逮捕できるということは、何の事件も起きていないと

いう意味である。つまり「既遂」にあたる行為がないのだ。今までの事件のイメージはま

るで変わる。 

 

 金田勝年法相は「保安林でキノコを採ったらテロ組織の資金に想定される」との趣旨を

述べた。キノコ採りは盗みと同時に共謀罪の準備行為となりうる。こんな共謀罪の対象犯

罪は実に二百七十七もある。全国の警察が共謀罪を武器にして誰かを、どの団体かをマー

クして捜査をし始めると、果たしてブレーキは利くのだろうか。暴走し始めないだろうか。 

 

 身に覚えのないことで警察に呼ばれたり、家宅捜索を受けたり、事情聴取を受けたり…。

そのような不審な出来事が起きはしないだろうか。冤罪（えんざい）が起きはしないだろ

うか。そんな社会になってしまわないか。それを危ぶむ。何しろ犯罪の実行行為がないの

だから…。 

 

 準備行為の判断基準については、金田法相はこうも述べた。 

 

 「花見であればビールや弁当を持っているのに対し、（犯行場所の）下見であれば地図や

双眼鏡、メモ帳などを持っているという外形的事情がありうる」 

 

 スマートフォンの機能には地図もカメラのズームもメモ帳もある。つまりは取り調べで



「内心の自由」に踏み込むしかないのだ。警察の恣意（しい）的判断がいくらでも入り込

むということだ。 

 

 だから、反政府活動も判断次第でテロの準備行為とみなされる余地が出てくる。市民活

動の萎縮を招くだろう。こんな法律を強引に成立させたのだ。廃止を求めるが、乱用をチ

ェックするために運用状況を政府・警察は逐一、国民に報告すべきである。 

 

 ロシアに亡命中の米中央情報局（ＣＩＡ）のエドワード・スノーデン氏が共同通信と会

見し、米国家安全保障局（ＮＳＡ）が極秘の情報監視システムを日本側に供与していたと

証言した。これは日本政府が個人のメールや通話などの大量監視を可能にする状態にある

ことを指摘するものだ。「共謀罪」についても「個人情報の大規模収集を公認することにな

る」と警鐘を鳴らした。「日本にこれまで存在していなかった監視文化が日常のものになる」

とも。 

 

 大量監視の始まりなら、憲法の保障する通信の秘密の壁は打ち破られ、「私」の領域に「公」

が侵入してくることを意味する。 

 

◆異変は気づかぬうちに？ 

 

 そうなると、変化が起きる。プライバシーを握られた「私」は、「公」の支配を受ける関

係になるのである。監視社会とは国家による国民支配の方法なのだ。おそらく国民には日

常生活に異変は感じられないかもしれない。だが気付かぬうちに、個人の自由は着実に侵

食されていく恐れはある。 

 

「共謀罪」強行成立 

危険な違憲立法廃止の声広げ 
しんぶん赤旗 2017 年 6 月 16 日(金) 

  「内心」を処罰対象にする「共謀罪」法は、夜を徹した与野党の攻防を経て１５日朝の

参院本会議で自民・公明の与党と日本維新の会の賛成多数で可決・成立しました。国会前

に駆けつけた多数の市民の抗議や国民世論を無視し、「数の力」で違憲立法を強行した安倍

晋三政権の暴挙は断じて許されません。国会審議で次々とあらわになった「共謀罪」がも

たらす人権侵害、「監視社会化」への危険をそのままにすることはできません。「共謀罪」

法廃止をはじめ、安倍政権による「戦争する国」への暴走を阻止するたたかいを広げるこ

とがいっそう急務となっています。 

 

暴挙に次ぐ暴挙に怒り 

 

 犯罪の具体的行為があって初めて処罰されるという日本の刑法の大原則をねじ曲げ、思

想・良心の自由をはじめとする基本的人権を侵害する「共謀罪」法は紛れもない違憲立法

です。それをごまかすため安倍政権は「テロ対策」とか「一般人は対象外」と主張し国民

を欺こうとしましたが、国会審議での野党の追及に答弁は迷走を続け、審議をすればする

ほど、政府の説明は破綻していきました。そのことは審議がすすむにつれて世論調査で疑

問や懸念が増えてきたことからも明らかです。 

 



 参院法務委員会審議を事実上封じ、委員会採決を抜きにした「中間報告」という国会ル

ール無視の“禁じ手”を行使したことは、安倍政権が追い詰められた結果です。その暴挙

が国民の新たな怒りを呼び、「共謀罪」法の深刻な危険と矛盾を浮き彫りにしています。 

 

 国民の異論に何ら答えることなく、「数の力」による強行を繰り返したやり方に一片の道

理もありません。憲法違反の「共謀罪」法廃止とともに警察の不当捜査や人権侵害、監視

社会づくりを許さないたたかいが必要となっています。 

 

 安倍政権が２０１２年末の第２次政権以降、毎年のように国民の声に逆らって、日本を

「戦争する国」にするための違憲立法などを次々と強行していることは、異常というほか

ありません。 

 

 国民の目と耳と口をふさぐことを狙った言論規制の秘密保護法の制定（１３年）、自衛隊

が海外で武力行使をすることを可能にした安保法制＝戦争法の強行（１５年）、そして今回

の「内心」を処罰する「共謀罪」法の強行―。加えて５月の憲法記念日に安倍首相は自衛

隊の存在を憲法に明記する改憲を２０年に施行することを明言するなど、本格的に９条破

壊に乗り出す策動を強めています。こんな暴走を絶対に認めるわけにはいきません。 

 

 秘密保護法、戦争法、「共謀罪」法の違憲立法をそろって廃止に追い込む新たなたたかい

を開始し、安倍首相の改憲の野望を阻むことと合わせ、立憲主義、民主主義、平和主義を

日本の政治に取り戻すことが急がれます。 

 

安倍暴走政治に審判下し 

 

 「共謀罪」法を強行する一方で、行政をゆがめ国政を私物化した「加計」「森友」疑惑の

解明に背を向ける安倍政権への国民の怒りは高まっています。国民の声に逆らう安倍政権

に日本の政治のかじ取りを続ける資格はありません。 

 

 安倍政権打倒へ向け、市民と野党がさらに力を合わせることが求められます。目前に迫

った２３日告示の東京都議選での、安倍政権に退場を迫る首都の有権者の審判がいよいよ

重要となっています。 

 

 


